
H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

１ 人口減少・高齢化対策プロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口の県外流出の抑制、出生数の回復、高齢者の元気で豊かな暮らし、本県活力の向上などの

取組を進める。 

（単位：千円） 

新１ ふくしまから はじめよう。“元気発信”動画コンテスト事業（企画調整部 復興･総合計画課）  ４,０４８  
“福島の元気な姿”を発信し、福島の魅力の回復とにぎわい創出を図るため、復興に関連した映像

作品を県内の“子どもや若者たち”から募集するとともに、優秀作品は「福島県公式チャンネル」等

に掲載し、様々な発信手段を通じて県内外に発信する。 

一新２ 新編「歳時記の郷・奥会津」活性化事業（企画調整部 地域振興課）    １９３,６６９ 
「人が住み、集まる魅力的な奥会津」を目標に、只見川流域町村等が実施する電源地域振興事業を

支援することにより、当該地域の産業の確立、雇用の確保を図る。また、地域おこし協力隊を配置し、

６次化によるブランド開発、奥会津の魅力発信、観光誘客等の分野で奥会津地域の活性化を促進する。

３  市町村復興・地域づくり支援事業（企画調整部 地域振興課）     １１４,１７６ 
“ふくしま復興応援隊”を結成し、地域の実情に応じた住民主体の地域活動を支援することで、

復興を加速化する。 

また、民間団体や行政との連絡調整を行う人材の育成と、地域おこし活動の促進を目的として、

意欲ある人材を県内外から募り、一定期間雇用する仕組みを構築する。 

新４ 空き家・ふるさと復興支援事業（土木部 建築指導課）         １００,３００ 
市町村による空き家の実態調査、被災者の住宅再建や県内への移住のために実施する空き家改修費

等の一部を補助する。 

５  不育症治療費等助成事業（保健福祉部 児童家庭課）            ４,６６０  
不育症に関する治療費等への助成を行い、治療が必要な方の経済的負担の軽減を図る。 

新６ 地域少子化対策強化交付金事業（保健福祉部 子育て支援課）       ７０,１６７ 
結婚、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援を行うため、地域の「世話やき人」の育成、職場で

の従業員の結婚から子育てまで幅広く応援する気運を高めるための研修や啓発活動、乳幼児がいる

家庭が楽しく外出できるような情報提供、産後に育児不安がある母子のケアを行う。さらに、市町

村が独自に実施する少子化対策を支援する。 
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７  ふくしまで幸せつかもうプロジェクト（保健福祉部 子育て支援課）     ６,７５１  
県内の企業団体等への委託により、「出会い応援コーディネーター」を設置し、企業と連携した出

会い推進、イベント実施団体の連携強化、「縁結びサポーター」の養成等を行う。 

８  多子世帯保育料軽減事業（保健福祉部 子育て支援課）          ８７,４７６ 
復興に向けた県の重要施策である日本一子育てしやすい環境づくりを推進するため、市町村が主体

となって実施している保育所の保育について、多子世帯における保育料軽減等、市町村が行う子育て

世帯支援の取組を支援する。 

新９ ふくしまから はじめよう。高齢者社会参加活動支援事業（保健福祉部 高齢福祉課）  １６,５２５  
元気な高齢者に高齢化社会の担い手として活動してもらうとともに高齢者の生きがいづくりを図

るため、介護職員初任者研修の受講に要する経費を助成するとともに、世代間交流活動を促進する。

新 11 地域における女性活躍促進事業（生活環境部 青少年･男女共生課）    ５,７４３  
女性が活躍しやすい環境の整備を進めることは、本県に育った若い世代の流出に歯止めをかける一

助となることから、女性活躍促進に向けた課題と解決策を探るため、県民意識調査を実施するととも

に、参加者自らが課題と解決策を見出し、提案まで取り組むセミナーを実施する。 

新 12 ふくしまから はじめよう。ハンサム起業家育成・支援事業 

（商工労働部 産業創出課）                     ３９,７４２  
女性の仕事と子育ての両立や若者の県内定着を促進するため、豊かな感性を有する女性及び本県の

未来を担っていく若者の起業を支援する。 

10  認知症対策強化重点事業（保健福祉部 高齢福祉課､社会福祉課）      ４７,４４４ 
高齢者が認知症になっても、できるだけ住み慣れた地域で暮らすことのできる社会の実現を目指

すため、医療と介護が連携し、認知症疾患に関する鑑別診断、急性期治療、専門医療相談等を実施

するとともに、保健・医療・介護関係者への研修等を行う認知症疾患医療センターを運営する。 

また、認知症などにより日常生活を営むのに支障がある者に対し、金銭管理などの援助を行う。

(再掲) 復興公営住宅整備促進事業 

（避難地域復興局 生活拠点課、土木部 建築住宅課）       ４５,０２９,４０１ 
原子力災害により、長期避難を余儀なくされている方々の居住の安定を確保するため、県が復興公

営住宅を整備する。 

(再掲) 地域医療復興事業（保健福祉部 地域医療課）            ４,０７８,１８６ 
  

東日本大震災とそれに伴う原子力災害により被災した浜通り地方の医療復興のため、浜通り地方医

療復興計画に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 
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一新(再掲)  ふくしま回帰就職応援事業（商工労働部 雇用労政課）        ２７,６７７  
県内就職を希望する首都圏学生等の F ターンを促進するため、東京窓口での就職相談や合同企業説

明会等を実施する。 

(再掲)  地域医療復興事業（第２次）（保健福祉部 地域医療課）      ３,２０１,６０５  
浜通り地方医療復興計画策定後の状況変化に対応し、復興への取組を加速させるため、浜通り地方

医療復興計画(第 2次)に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 

新(再掲)  成長産業等人材育成事業（商工労働部 産業人材育成課）        １０,４０３  
本県産業の復興に向けて、ふくしまの将来を支える成長産業である再生可能エネルギー及び医療機

器産業を担う人材をテクノアカデミーにおいて育成する。 

新(再掲) ふくしま ICT 産業立地促進事業（商工労働部 企業立地課）      ３１,６００  
ＩＣＴ産業の集積により雇用の創出を図るため、県内に新規立地するＩＣＴ企業に対し事務所賃料

等を補助するとともに、時代のニーズに対応した高度なＩＴ技術者を養成するため、学生を対象とし

た人材育成の取組に対し支援する。 

(再掲)  （ふくしま産業復興企業立地支援事業） 

ふくしま産業復興企業立地補助金（商工労働部 企業立地課）   ６３,３４５,１００ 
企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新増設を行う企業に対し、初期投資費用の一部を

補助する。 

新(再掲)  ふくしまから はじめよう。産総研福島拠点連携技術開発推進事業 

（商工労働部 産業創出課）                     ８６,８８１  
平成 26 年 4 月に開所する産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携した技術開発

支援や人材育成事業を通じて、県内企業の技術高度化等を推進する。 

(再掲)  子どもの医療費助成事業（保健福祉部 児童家庭課）       ４,６０９,７３９  
安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、市町村が行う子ども医療費助成に対して補

助を行う。 

一新(再掲) ふくしま保育元気アップ緊急支援事業（保健福祉部 子育て支援課）９６１,２１３  
東日本大震災の影響により、県内の保育所では、屋外遊びの制限、保護者の健康不安への対応や

児童ごとの個別対応などを行っており、厳しい状況に置かれている。このため、相談支援者育成研

修を行うとともに、各保育所等の子どもの運動量確保や自然触れ合い体験の充実、地域コミュニテ

ィ再生の取組を支援する。 

3



H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 23 122,081,963

その他の事業 24 20,187,037

合計 47 142,269,000

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

(再掲)   ふくしまから はじめよう。若者ふるさと再生支援事業（生活環境部 青少年・男女共生課）   ９,４５７  
「ふくしまの復興」をテーマに高校生ワークショップを開催し、高校生が復興に向けた取組のアイ

デアを話し合い自ら実践することで、若者自身の自立性や社会参画の意識を高めるとともに、若者が

中心となった本県復興の加速化を図る。 
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